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消費者の権利の憲法による定礎を目指して
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はじめに
　法教育としての消費者教育は，毎日の生活の中で生じている消費者問題を
題材とし，法の背後にある自由・責任・公正について学ぶことを通して，法
的リテラシーを身に付ける教育である。消費者を自律的主体として尊重し，
保護の客体ではなく自己決定の主体として捉えるという法教育としての消費
者教育の根本理念は，自律的個人を育成する法教育と軌を一にするものであ
る（1）。すべての人は，何らかの消費活動を通して生きていることから，消費
者問題はすべての人にとって普遍的問題である。
　消費者教育の推進に関する法律は，2012年８月22日公布，同年12月13日施
行された。同法の施行を受け，2013年６月28日「消費者教育の推進に関する
基本的な方針」（以下，「基本方針」という。）が閣議決定された。基本方針
は，「すべての国民は，消費者である。誰もが，どこに住んでいても，生涯を
通じて様々な場で，消費者教育を受けることができる機会を提供する」とし
ている。まず「国民誰もが消費者である」と明示し，そのうえで誰もが生涯
を通してあらゆる場で，実効性のある消費者教育を受けることができるよう
三〇二
⑴　矢吹香月「自律的個人の育成と法教育―法教育としての消費者教育の可能性―」（岡山
大学大学院社会文化科学研究科提出博士論文　2010年）。
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に施策を推し進めていくという，政策の強い現れをみることができる。
　国民の消費活動の人間生活における重要性・普遍性に鑑み，また事業者の
社会的権力化という今日の文脈に鑑みて，消費者としての利益を憲法上の権
利として位置づけることは，意義があることである。
　そこで，本稿では，学説・立法政策における消費者概念の変遷を通して，
抽象的にとどまっていた消費者の権利が具体的な権利へと変化していく過程
を考察し，消費者の権利が憲法上の権利に定礎し得る権利として成熟してい
ることを示唆したい。
１　消費者とは
⑴　学説の展開
　消費者とはどのように定義することができるであろうか。歴史的にどのよ
うな議論がされているか年代を追って確認をしてみたい。
　竹内昭夫は，「消費者とは他人の供給する物資・役務を消費生活のために購
入・利用する者であり，供給者に対する概念」（2）であるとして，加藤一郎は，
「消費者とは国民一般を消費生活という市民生活の側面でとらえた概念」（3）
であるとして消費者を捉えている。また，宮坂富之助は，「消費者とは企業と
しての供給者が供給する財・サービスを購入し消費する経済主体である」と
消費者を捉えている。これら消費者概念は，消費者と事業者を対等な当事者
として位置づけているとみることができよう。
　他方，及川昭伍は，人を消費生活の側面から捉え，自給自足の生活ができ
る状態ではない現代社会において，すべての人を消費者という新しい概念で
捉えることができるとして，「消費者とは，生涯の消費生活のために，事業者
が供給する商品・サービスを購入し，消費・使用し，利用する自然人である」（3）
三〇一
⑵　竹内昭夫「消費者保護」竹内昭夫他『現代法学全集32　現代の経済構造と法』８頁（筑
摩書房　1373年）。
⑶　加藤一郎「消費者行政に限界はあるか」経済企画協会編『ESP』６頁（1378年）。
⑷　及川昭伍，森島昭夫監修『消費社会の暮らしとルール』６頁（中央法規　2000年）。
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としている。つまり，自給自足という対等な自然人同士の物々交換の社会か
ら，現代社会において消費者は，事業者という力を持った主体から供給され
る商品やサービスを購入せざるを得ず，事業者との関係において対等となる
ように保護が必要な自然人であるとして位置づけようとしていると考えるこ
とができよう。
　このような学説の展開を踏まえ，消費者概念をめぐって現在どのような議
論がされているのか，確認をする。
　消費者を自然人として位置づけ，「社会で生活する一般市民すべての生活の
一側面（3）」と定義しているのが河上正二である。河上は，竹内の概念を踏ま
え，消費者とは「すべての自然人が置かれた一定の状況依存的概念」に過ぎ
ず，置かれた立場や状況に応じて様々な衣を羽織っているが，実現しようと
する価値に基本的な違いはなく，「日常生活を送る『自然人』そのものであっ
て，民法の『人』以上に特別な衣を羽織っていない」（6）ので，民法を超えた
特別な手当てとして事業者への行為規範が必要であると主張している。
　消費者と事業者間の格差を是正する必要性から，消費者と事業者の「営業」
概念とを対比するのが大村敦志である。大村は「『営業』とは反復継続して利
益を得ることを意味する。そこには，『専門性』と『営利性』とが含まれてい
るのである。そして，『営業』との関連性を中核として消費者概念を構成する
ということは，『非専門性』と『非営利性』を消費者概念の構成要素とするこ
とを意味する」として，「消費者とは，営業と直接には関連しない目的のため
に行為する者をいう（7）」と定義している。大村は，消費者の概念をその者の
属性で一義的に定めるのではなく，「営業」と対比した行為の属性で位置づけ
ている。
　こうした議論を踏まえ，日本消費者法学会理事の谷本圭子は，消費者概念
を民法上の「形式的に平等な抽象的人格」である「人」概念と対比し，「具体
三〇〇
⑸　河上正二「民法と消費者法」河上正二他『消費者法研究創刊第１号』５頁（信山社　
2016年）。
⑹　河上・前掲注⑸９頁以下。
⑺　大村敦志『消費者法　第３版』23頁（有斐閣　2007年）。
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的な諸属性において不平等な存在」であり，事業者との関係における「具体
的人格」として想定される（8）がゆえに「消費者」特有の法が要求されると整
理している。
　こうした消費者概念の変遷について，以下みていくこととする。
⑵　立法における消費者概念の沿革
　消費者という概念が法律で明記されたのは，2003年に制定された消費者契
約法においてである。同法は，「『消費者』とは，個人（事業として又は事業
のために契約の当事者となる場合におけるものを除く。）をいう。」と定義し
ている。つまり，消費者を，事業のためでない契約を結ぶ個人として，事業
者と区別して対等でない存在として位置づけている。この法律の定義に至る
まで，消費者概念は，どのような変遷をたどってきたかについて，消費者被
害に呼応して制定された法律の目的から整理することとする。
①　1333年から1360年代（3）
　日本は，戦後高度経済成長を遂げた。1336年度経済白書は「もはや戦後で
はない」と述べ，モノが豊富な社会になり国民は豊かな暮らしを迎え，つく
る人と消費する人という社会構造が顕著となった。こうした社会構造の中で，
モノを消費する人が注意しても被害を免れない事件が発生した。
　1333年夏，西日本を中心に約１万2000人以上の乳幼児が原因不明の病に罹
患し，約130人が死亡した。被害者は，森永乳業株式会社（以下，「森永」と
いう。）の乳児用粉ミルクを飲んでいたという共通する状況があった。そこ
で，専門家が森永の粉ミルクを調査した結果，粉ミルクの製造過程で砒素が
混入していたことが判明した。いわゆる森永ヒ素ミルク中毒事件である。こ
の事件は，被害者の家族が森永と直接の契約関係がないため，損害賠償請求
をするためには不法行為責任を追及する必要があった。被害者家族に「相当
⑻　谷本圭子「『消費者』という概念」消費者法判例百選10頁（有斐閣　2010年）。
⑼　消費者法の展開について大村は，ア混乱の時代（1333～33年），イ自覚の時代（1333～
67年），ウ告発の時代（1368～73年），エ防衛の時代（1380～83年），オ政策の時代（1330
年～），カ制度の時代（1333年～）と整理している。大村・前掲注⑺５頁。
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因果関係の立証」という高い壁が立ちはだかり，1373年の和解成立まで約20
年を要することとなった（10）。
　また，1362年には，医師から処方された睡眠剤や鎮痛剤を服用した妊婦か
ら身体的奇形を伴った新生児が出生したというサリドマイド事件が発生し
た。被害者数は約1300人に上り，内約300人が死亡した。この事件では，当時
サリドマイドを含有した睡眠剤を販売していた大日本製薬株式会社と被害者
との間に和解が成立するまでに約12年を要した。
　さらに，1368年には，カネミ倉庫株式会社が製造した米ぬか油に PCBが使
用されていたカネミ油症事件が発生した。被害者数は約１万3000人（内，関
係者認定被害者は2000人）に上り，内約120人が死亡した。カネミ倉庫株式会
社と被害者とが和解に至るまでに約20年を要した。
　このように人の生命にかかわる重大な被害が発生する状況に呼応し，1361
年経済企画庁に国民生活向上対策審議会（11）が発足し，1363年６月には国民生
活局に国民生活課，消費者行政課，物価政策課の３課が設置され，消費者行
政の推進に向けた体制が整備された（12）。
　法律においては，1360年薬事法の施行，1361年割賦販売法，1362年不当景
品類及び不当表示防止法が制定された。消費者と製造者の関係において力の
格差を調整し，消費者保護の法制定が求められた。そうした中，1368年５月
30日消費者保護基本法（以下，「保護基本法」という。）が制定された（13）。
　保護基本法は，「消費者の利益の擁護及び増進に関する対策の総合的推進を
図りもって国民の消費生活の安定及び向上を確保すること」を目的とした消
費者政策の枠組みを示したものであった。その枠組みは，国と地方公共団体
⑽　及川昭伍・田口義明『消費者事件　歴史の証言―消費者主権への歩み―』２頁（民事
法研究会　2013年）。中島貴子「森永ヒ素ミルク中毒事件30年の課題」30頁（社会技術研
究論文集Vol３　2003年）。丸山博監修『私憤から公憤への軌跡に学ぶ』（せせらぎ出版　
1333年）参照。
⑾　1360年代の消費者政策については，細川幸一『消費者政策学』33頁（成文堂　2007年）
などを参照。
⑿　国民生活審議会消費者政策部会「21世紀型の消費者政策の在り方について」（2003年５
月）参照。
⒀　保護基本法の制定過程についての詳細は，及川・田口・前掲注⑽13頁参照。
333
消費者の権利の憲法による定礎を目指して
二九七
593
そして事業者には責務を，消費者には役割を明示し，国と地方公共団体は消
費者を保護の対象として，保護する責務があるという消費者政策の方向性を
表したものである。保護基本法施行後，1363年地方自治法改正により消費者
保護が地方公共団体の事務として規定され消費生活センターの設置が進めら
れた。保護基本法の制定により，消費者行政は，事業者に対する「規制行政」
と消費者に対する「支援行政」の２つの側面から構築されていった。
消費者保護基本法
（事業者の責務）
　第四条
１　事業者は，その供給する商品及び役務について，危害の防止，適正な
計量及び表示の実施等必要な措置を講ずるとともに，国又は地方公共団
体が実施する消費者の保護に関する施策に協力する責務を有する。
２　事業者は，常に，その供給する商品及び役務について，品質その他の
内容の向上及び消費者からの苦情の適切な処理に努めなければならない。
（消費者の役割）
　第五条
　消費者は，経済社会の発展に即応して，みずからすすんで消費生活に
関する必要な知識を修得するとともに，自主的かつ合理的に行動するよ
うに努めることによつて，消費生活の安定及び向上に積極的な役割を果
たすものとする。
　保護基本法第４条は事業者の責務を，第５条は消費者の役割を以上のよう
に定めているが，消費者についての定義はなく，事業者の責務において対比
する概念として消費者の役割を示している。さらに，事業者は国等の消費者
保護に関する施策に協力する責務を有するとしており，消費者は，事業者と
区別され保護されるものとして捉えられているといえよう。
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②　1370年代
　1373年の第一次オイルショックと物不足騒動（13）は，消費者行政において消
費者に正しい情報を伝え，いかに正しい行動をとってもらうかが重要である
ことを示した。こうした社会問題が特殊法人国民生活センター（13）（以下，「国
民生活センター」という。）に情報を集約する PIO－NET（16）体制を構築する
きっかけとなった。
　1370年「国民生活の安定及び向上に寄与するため，総合的見地から国民生
活に関する情報提供及び調査・研究を行うこと」を目的とした国民生活セン
ターが設立され，地方公共団体に設置される消費生活センターとの連携が整
備された（17）。国民生活センターは，当初，コンピューターもファックスもな
い環境の中，消費者からの相談を受付け，そこで得られた情報を発信する業
務を中心に行っていた。他方，物不足・インフレは田中角栄総理大臣（当時）
の政策が原因であると，国民から苦情の電話が総理官邸に殺到し，官邸の電
話が機能しない状態が生じていた。そこで，二階堂進官房長官（当時）は，
経済企画庁国民生活局長と当時国民生活局消費者行政課長であった及川らを
呼び出し対応を求めた。そこで，及川は，国民生活センターと各地方の消費
生活センターとをFAXでつなぎ，国民に物不足情報を届ける方策を提案し
た。二階堂官房長官は，この提案を受け入れ，物不足情報が閣議決定後，速
やかに国民に提供される仕組みが構築された（18）。こうした仕組みが，国民生
⒁　及川によると，1372年田中角栄前総理大臣の「日本列島改造論」の発表により，「地価
と物価の上昇を背景に，物を持っていれば儲かると考えた企業による買い占め・売り惜
しみという状況」が起き，物不足騒動の前の，1373年７月買占め・売り惜しみ緊急措置
法が制定された。しかし，10月第四次中東戦争が勃発し，第一次オイルショックが起き，
そのころトイレットペーパーが買占められ，店頭から姿を消す騒動がおこり，日本中で
大きな騒ぎになった。及川・田口・前掲注⑽参照。
⒂　1370年10月１日設立。2003年10月１日独立行政法人国民生活センター法に基づき，独
立行政法人となった。
⒃　PIO－ NET（パイオネット）とは，全国消費生活情報ネットワークシステムの略称。
国民生活センターと全国の消費生活センター等をオンラインネットワークで結び，消費
生活に関する相談情報を蓄積しているデータベースのこと。
⒄　国民生活センター設立の経緯については及川・田口・前掲注⑽21頁参照。
⒅　第一次オイルショックと物不足騒ぎに関しての詳細は，及川・田口・前掲注⑽33頁以
下参照。
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活センターと地方消費生活センターとが，コンピューター・ネットワークで
繋がる PIO－NET体制へと発展していった。
　国民生活センターは，地方から集約される大量の消費者問題の情報を分
析・調査し，また，苦情の申出のあった商品のテスト等を実施した。国民生
活センターが分析した情報や調査結果，商品テストの結果は，地方消費生活
センターを通して国民に注意喚起事項として情報提供され，消費者被害の予
防，拡大を防止するための方策としての環境が整備された。消費者は，提供
される正しい情報に基づき，正しい行動をとるという知識が必要となった。
さらに，国は，国民生活センターに寄せられた情報を基に，商品の安全性，
品質の確保を目的とした法律（13）や消費者の商品選択の適正化を目的とした
法律（20）を整備した。
　また，1370年代に入ると，社会の発展とともに収入が増え（21），食料品をは
じめとするモノへの支出よりもサービスへの支出が半分以上を占めるように
なり，消費者にとっては，商品の安全性や品質の問題だけではなく，販売方
法やサービスの内容についての問題も重要な課題となった（22）。事業者は，店
舗を訪れる消費者に販売するだけでなく，家庭を訪問して販売する訪問販売
や，町中を歩いている人を呼び止めて店舗に連れて行き販売するキャッチセ
ールスと呼ばれる方法で販売を行うようになった。また，商品を購入した消
費者が人を紹介し，紹介した人が契約をすると利益を得られるという，いわ
ゆるマルチ商法と呼ばれる連鎖販売取引やネズミ講といった販売方法を業と
する事業者が市場に登場した。こうした販売方法により不公正な取引が行わ
⒆　消費生活用製品安全法（1373年６月公布），有害物質を含有する家庭用品の規制に関す
る法律（1373年10月公布），化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（1373年10月
公布）。
⒇　生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律（1373年７月公
布）。
㉑　平成23年版厚生労働白書８頁参照（https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/11/
dl/01-01.pdf）。
㉒　第４次国民生活審議会（1371年～1373年）では，金融，保険，医療，環境衛生，運輸，
レジャーの６つのサービスについて議論され，1373年「サービスに関する消費者保護に
ついて」答申が出された。
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れ，消費者が損害を被るトラブルが社会問題となり，規制が求められ（23），
1373年国民生活審議会消費者保護部門の消費者被害救済特別研究会は，「消費
者被害の現状と対策―事業者責任の強化について」と題する中間覚書におい
て，特殊販売には法規制が必要との答申を出した（23）。
　ここでは，商品選択の適正化を目的として特殊販売を規制するために制定
された，1376年訪問販売等に関する法律に焦点を当てて検討する。
訪問販売等に関する法律
（目的）
　第一条
　この法律は，訪問販売及び通信販売に係る取引並びに連鎖販売取引を
公正にし，並びに購入者等が受けることのある損害の防止を図ることに
より，購入者等の利益を保護し，あわせて商品の流通を適正かつ円滑に
し，もつて国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。
　同法の目的は，訪問販売等に係る取引関係を公正なものとすること，取引
相手方である購入者等が不正な損害を受けることのないように必要な措置を
講ずることによって，購入者等の利益を保護し，適正かつ円滑な商品の流通
を達成することを示している。同法は，取引を公正にするための規定として，
訪問販売における氏名等の明示，書面交付，通信販売における広告の表示，
連鎖販売取引における不当な勧誘等の禁止，事項の明示，書面の交付義務を
課し，違反があれば行政による立入検査や，重大な違反行為には刑事罰の制
裁を科す刑事規制を設け，また，購入者等が受けることのある損害の防止の
ための規定として，クーリング・オフの民事的効果も備えた行政法規である。
　この購入者について同法の解説書では，「『購入者等』とは，訪問販売及び
通信販売における契約の申込者及び契約が締結された場合の購入者並びに連
㉓　竹内昭夫「特殊販売規制の背景と方向」『消費者保護法の理論』233頁（有斐閣　1333年）。
㉔　経済企画庁消費者行政課編『消費者被害の救済』113頁（商事法務研究会　1377年）。
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鎖販売取引に参加する個人等を総括的に指称したものである。なお，この場
合，連鎖販売取引に参加する個人の法律上の性格は『商人』であり，訪問販
売及び通信販売における取引相手方とはその性格を異にしているが，その実
態は多くの場合いわゆる一般消費者であり，取引関係に不慣れであることに
基本的差異はないので，保護されるべき立場として同一に扱っているもので
ある。」と説明している（23）。つまり，消費者を，〈契約の申込者〉，〈購入者〉，
〈連鎖販売取引に参加する個人〉と具体的な取引の当事者として，事業者の営
業に対比した行為の属性で位置づけているが，取引関係に不慣れであるので
保護されるべき立場にある存在としてとらえている。
　同法では購入者という概念が使われているが，本論文でいう消費者として
理解することができるだろう。しかしこの年代においては，いまだ消費者契
約法で定める消費者という概念が確立していないということが確認できる。
③　1380年代
　1382年９月23日行政改革大綱が閣議決定された。この大綱は，臨時行政調
査会の「行政改革に関する第３次答申」において提起された公営・公有企業
の民営化の改革の推進に努めるというもので，電気通信・鉄道・たばこ産業
など公営企業の民営化が推進された。また，日本経済の成長とともに貿易黒
字が増加する中，1383年貿易摩擦解消のため「市場アクセス改善のためのア
クションプログラム」が策定され，消費生活製品安全法の検査手続きの緩和
などが行われ，経済政策は規制緩和へと舵をきり，消費者は市場という海原
に放り出された。こうした社会状況の中，1383年多額の消費者被害を生んだ
豊田商事事件が発生した。
　この事件は，当時，金の先物取引は規制されていたが，金の現物取引は規
制されない自由取引であることに豊田商事が目をつけ，金の現物まがい商法
で高齢者を中心に約５万人から約2000億円を集め破綻したという事件である（26）。
㉕　通商産業省産業政策局商政課・消費経済課編『訪問販売等に関する法律の解説』32頁
（通商産業調査会　1377年）。
㉖　豊田商事事件の詳細については及川・田口・前掲注⑽80頁以下を参照。
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豊田商事は，当初から，契約者から集めたお金をすでに投資している人の配
当として支払う自転車操業で運営していたが，３年目に入るころから上手く
お金が回らなくなり，投資者に配当金が支払えなくなった。配当金が支払わ
れない投資者は，消費生活センターや国民生活センターに苦情を申し出たが，
当時，相談窓口の多くが，金の現物まがい商法の被害は，お金儲けのための
投機の失敗であって消費者問題ではないという扱いをしていた。
　しかし，苦情が何千件と寄せられ被害も深刻になったことから，経済企画
庁国民生活局では，警察庁，公正取引委員会，大蔵省，法務省，通産省に問
合せ，対応を模索したが，規制する法律もなく，対応策がない状態であった。
そこで，当時経済企画庁国民生活局長であった及川は，被害拡大を防止する
ためには国会答弁で事業者の実名を出して公表するしかないと考え，1383年
６月６日国会において豊田商事の悪質商法の実態や，消費者被害の状況を答
弁した。この国会答弁を受け警察庁が捜査を開始したが，豊田商事の主宰者
である永野一男会長は，銃剣をもった２人の男に襲われ死亡し，豊田商事は
破産した。
　翌1386年には抵当証券商法により，海外先物取引による多額の消費者被害
が急増した。こうした投資に関する消費者被害を踏まえ，1386年特定商品等
の預託等取引契約に関する法律と1387年抵当証券業の規制等に関する法律が
相次いで制定された。
　豊田商事事件の経験を踏まえ，金融・証券サービスに関する被害は，証券
投資を業として行い損失が発生したような場合は消費者問題として扱わない
が，金融・証券についての知識がない消費者が，単に今あるお金を増やそう
として金融・証券サービスを利用した過程で問題が生じた場合は，消費者問
題として捉えられるようになった。豊田商事のような多額の消費者被害が発
生しないように制定された，特定商品等の預託等取引契約に関する法律は，
消費者を預託等取引業者や勧誘者と対比して預託者という取引関係に不慣れ
であるので保護されるべき立場にある存在としてとらえている。
　同法では預託者という概念が使われているが，本論文でいう消費者として
二九二
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理解することができるだろう。しかしこの年代においても，いまだ消費者契
約法で定める消費者という概念が確立していないということが確認できる。
特定商品等の預託等取引契約に関する法律
（目的）
　第一条
　この法律は，特定商品及び施設利用権の預託等取引契約の締結及びそ
の履行を公正にし，並びに預託等取引契約に係る預託者が受けることの
ある損害の防止を図ることにより，預託等取引契約に係る預託者の利益
の保護を図ることを目的とする。
（定義）
　第二条　略
３　この法律において「勧誘者」とは，預託等取引業者が預託等取引契約
の締結又は更新についての勧誘（当該預託等取引契約の目的とするため
に当該特定商品又は施設利用権を購入させることについての勧誘を含
む。以下同じ。）を行わせる者をいう。
４　この法律において「預託者」とは，預託等取引業者と預託等取引契約
を締結した者をいう。
　契約自由の原則の下で，事業者らの営業活動は資本主義経済の発展に貢献
したが，一部の事業者が悪質な営業活動を行った結果，被害額が多額に上る
消費者問題が発生するに至った。被害を受けた消費者は，国・地方公共団体
に対して積極的に規制を求め，国・地方公共団体は，問題ごとに規制法を制
定し消費者被害の拡大防止に努め，消費者の利益を保護する政策をとったが，
後追い政策にならざるを得なかった。
④　1330年代
　1331年秋バブル経済の崩壊とともに，商品の価格破壊が始まりディスカウ
ント商品の販売により，事業者間の競争が促進された。1333年経済改革研究
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会が経済的規制は原則廃止・緩和，社会的規制は必要最小限にとどめるよう
基本方針を報告した。そこで，公正な市場秩序を確保し，消費者利益も実現
できる競争を取り入れるため，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する
法律の機能が強化された。規制緩和政策は，消費者の選択の機会の拡大とな
ったが，同時に選択した商品に責任を持つという自己責任が強調されるよう
になった。
　規制緩和による商品の安全性の問題が議論（27）され，事前規制から事後救済
制度への整備が求められるようになった。例えば，大阪地方裁判所は，本体
に電気は流れているがスイッチが入っていない待機状態のカラーテレビから
発火した事件（28）において，発火したテレビの欠陥を認める判決を示した。こ
うした社会情勢の中1333年製造物責任法が制定された（23）。規制緩和政策の
中，消費者には，商品に対する見る目を養うことが求められ自己責任が問わ
れたが，消費者の責任に帰し得ない被害が発生した場合には，事後救済措置
の制度化が求められ，当該法律の制定に至ったといえよう。
　製造物責任法は，責任主体を製造業者と規定し被害者の保護を図ることを
目的としている。
製造物責任法
（目的）
　第一条
　この法律は，製造物の欠陥により人の生命，身体又は財産に係る被害
が生じた場合における製造業者等の損害賠償の責任について定めること
により，被害者の保護を図り，もって国民生活の安定向上と国民経済の
㉗　立法の動向については，大村・前掲注⑺168頁。
㉘　カラーテレビ発火事件大阪地裁平成６年３月23日判決は，欠陥を抽象的なレベルでと
らえ，損害発生の原因となった部分の特定や損害発生に至るメカニズムの解明までも要
求しなかった。田井義信「家電製品と欠陥－カラーテレビ発火事件」消費者法判例百選
130頁（有斐閣　2010年）。
㉙　制定過程の詳細については，川口康裕「制定法からみた『消費者』と『消費者法』」河
上正二編『消費者法研究　創刊第１号』81頁（信山社出版　2016年）参照。
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健全な発展に寄与することを目的とする。
　製造物責任に関する法制定過程の検討は，主に国民生活審議会消費者政策
部会で行われた。検討会では，保護の対象者を「消費者」に限定する必要が
あるか，「消費者」の定義をどうするのか等議論された。法制審議会財産法小
委員会の星野英一委員長は，「最低限，民法703条ないし同717条の特則とし
て，民法703条の２以下とか，717条の２以下の規定を置くとしたらどのよう
なものになるか，といった発想で検討することから出発するのが適当と考え（30）」
ていたと述べている。
　検討課題としてあげられた保護の対象者を「消費者」に限定するかについ
ては，製造物の欠陥によって損害を被る主体は消費者に限定されないこと，
賠償主体を製造業者に限定すれば，損害を被る主体を消費者に限定する必然
性はないこと，消費者に限定することで実質的に救済されるべき者が救済さ
れない可能性があること等活発な議論がされた。こうした議論を経て消費者
の利益擁護に限定することがないように，したがってこの法律では消費者概
念は用いられなかったが，被害者の保護を目的として民法の過失相殺の原則
が修正された。
⑤　2000年代
　消費者政策は，より活力ある市場形成を目指して，事前規制から事後救済
制度へと転換された。消費者は，自らの判断による契約や行動に責任を持つ
ことが必要となり，保護されるものから自立した主体へとパラダイム転換が
求められた。消費者政策は，「主体的に行動する消費者」，「自立した消費者」
を育成することを掲げ，消費者の適切な判断を確保するための環境整備とし
て，契約締結過程に目を向けた消費者契約法の制定（2000年）に至った（31）。消
費者契約法は，第２条で初めて「『消費者』とは，個人（事業として又は事業
のために契約の当事者となる場合におけるものを除く。）をいう。」と消費者
㉚　星野英一「製造物責任法ができるまで」ジュリスト1031号13頁（1333年）。
㉛　制定過程については，及川・田口・前掲注⑽の113頁以下参照。
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概念を定義した（32）。その定義の意義は「事業者」と対比したことであった。
消費者契約法
（目的）
　第一条
　この法律は，消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の
格差に鑑み，事業者の一定の行為により消費者が誤認し，又は困惑した
場合等について契約の申込み又はその承諾の意思表示を取り消すことが
できることとするとともに，事業者の損害賠償の責任を免除する条項そ
の他の消費者の利益を不当に害することとなる条項の全部又は一部を無
効とするほか，消費者の被害の発生又は拡大を防止するため適格消費者
団体が事業者等に対し差止請求をすることができることとすることによ
り，消費者の利益の擁護を図り，もって国民生活の安定向上と国民経済
の健全な発展に寄与することを目的とする。
（定義）
　第二条
　この法律において「消費者」とは，個人（事業として又は事業のため
に契約の当事者となる場合におけるものを除く。）をいう。
２　この法律（第四十三条第二項第二号を除く。）において「事業者」と
は，法人その他の団体及び事業として又は事業のために契約の当事者と
なる場合における個人をいう。
（下線は筆者による）
　同法は，消費者を，事業として又は事業のための契約の当事者でないすべ
ての個人としている。この定義が意図する消費者概念を検討するためには，
第１条の「消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差」を
㉜　「消費者」という概念が使用された法律として1337年公布された「私的独占の禁止及
び公正取引の確保に関する法律」がある，この法律では「一般消費者」という概念が使
用されている。詳細については，川口・前掲注㉙参照。
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併せて解釈することが重要である。つまり，消費者が自らの判断に責任を持
って自己決定することを念頭に，「情報の質」「情報の量」「交渉力」という契
約を締結する際の意思決定時の要因に注目し，事業者と消費者が対等な契約
関係にあるか否かで消費者を定義している。
　消費者契約法が制定されたことにより，2003年保護基本法が改正され，法
律名も消費者基本法に改められた。
消費者基本法
（目的）
第一条　この法律は，消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉
力等の格差にかんがみ，消費者の利益の擁護及び増進に関し，消費者の
権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理念を定め，国，地方公共
団体及び事業者の責務等を明らかにするとともに，その施策の基本とな
る事項を定めることにより，消費者の利益の擁護及び増進に関する総合
的な施策の推進を図り，もつて国民の消費生活の安定及び向上を確保す
ることを目的とする。
（基本理念）
第二条　消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策（以下，「消費
者政策」という。）の推進は，国民の消費生活における基本的な需要が満
たされ，その健全な生活環境が確保される中で，①消費者の安全が確保
され，②商品及び役務について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会
が確保され，③消費者に対し必要な情報，及び④教育の機会が提供され，
⑤消費者の意見が消費者政策に反映され，並びに⑥消費者に被害が生じ
た場合には適切かつ迅速に救済されることが消費者の権利であることを
尊重するとともに，⑦消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的
かつ合理的に行動することができるよう消費者の自立を支援することを
基本として行われなければならない。
（数字，下線は筆者による）
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　消費者基本法の基本理念は，消費者の権利の尊重と自立を支援することで
あると示された。この基本理念の必要性を正当化する論理が「消費者と事業
者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差」であった。消費者基本法２
条は，消費者の権利を提唱する前提として，まず，「国民の消費生活における
基本的な需要が満たされ」，「健全な生活環境が確保される」ことを揚げてい
る。このような環境が整備されたうえで，①安全が確保されること，②自主
的かつ合理的な選択の機会が確保されること，③必要な情報が提供されるこ
と，④必要な教育の機会が提供されること，⑤意見が消費者政策に反映され
ること，⑥被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済されること，の６つの
権利の尊重と，⑦自主的かつ合理的に行動するように自立を支援すること，
の消費者政策の指針を示し，これらが消費者の権利であることを尊重すると
謳っている。
⑶　小括
　1360年代は，いわゆる高度経済成長期で多くの商品が製造・販売されたが，
消費者の手元に届く商品の安全性が問われる年代であった。製造された商品
が原因で，人の生命や健康を侵害する重大な被害が発生した。政府は，消費
者の安全を守るために製造事業者に対して行政指導や規制を課し，安全基準
を定める法律を制定することとなった。消費者は，製造事業者との関係にお
いて保護される客体として位置づけられていた。
　1370年代に入ると，手に取る商品の安全性の問題だけではなく，目に見え
る形となっていない商品の販売方法やサービスの内容についての問題が多く
発生した。消費者は，製造事業者からの保護だけではなく，販売事業者やサ
ービス提供事業者からも保護される客体であることが明らかとなった。しか
し，未だ消費者という概念は確立されていなかった。
　1380年は，法律の隙間を悪用する悪質な取引業者が現れ，多額の消費者被
害が発生する問題が生じ社会問題化となった。特に高齢者という弱者の消費
者保護が求められることとなり，金融・証券サービスについて知識のない消
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費者が，単に今あるお金を増やす目的で投資するという契約行為に焦点をあ
てた法律が整備された。
　1330年代に入り，規制緩和政策により，事前規制から事後救済制度へ転換
が図られ，製造物責任法が制定された。同法の制定により，消費者は損害を
被ったときに賠償を求める権利主体として登場することとなり，保護の客体
から権利の主体へと転換の下地が整えられることとなった。
　2000年に入ると，消費者は，保護の客体から自らの判断による契約や行動
に責任を持つ自立した権利の主体へと転換された。消費者が，主体的に行動
し自立するためには，消費者を事業者と対等な関係にする保護施策が必要と
なり，消費者契約法が制定された。同法は，消費者を個人として捉え，事業
として又は事業のために契約の当事者となる場合以外の者の総称として消費
者を定義した。契約当事者となる消費者は，個々の具体的な取引形態により
様々な呼称が使用されるが，事業者との格差を埋める消費者に関する法律の
適用を受けることで，事業者と対等な関係で契約を結ぶことができるように
なった。
２　憲法における消費者の位置づけ
　消費者契約法制定により，消費者概念は，消費者と事業者との間の情報の
質及び量並びに交渉力の格差を根拠に，事業として又は事業のためでない契
約を結ぶ個人はすべて消費者であると定義された。同法には，消費者と事業
が対等な立場で契約を結ぶことができるように，契約締結過程に関するルー
ルとして，消費者の誤認や困惑による契約の取消しと，契約条項に関するル
ールとして，消費者に不当に不利益となる契約条項を無効（33）とする条文が定
㉝　消費者契約法は約款の適正化から生まれた法律で，1373年頃から議論が始まった。及
川・田口・前掲注⑽113頁。消費者契約法の合憲性に関する判例として，入学金，授業料
等の返還義務等について判断した最高裁平成18年11月27日第二小法廷判決（判タ1232号
82頁）がある。同事件では，消費者契約法９条１号が，同法２条３項に規定する消費者
契約について，消費者契約の解除に伴い発生する損害賠償額を予定し，又は違約金を定
める条項であって，その額が同法９条１号に定める額を超えるものは，当該超える部分
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められた。
　そこで，このように示された消費者概念が法律によって定立されることで，
消費者の権利が侵害された場合，私法的救済において損害賠償や差止めが容
易となり，個人の救済のみならず，消費者被害の拡大を防止し同様の被害を
救済するために消費者政策が推進されることとなった。このことは，憲法上
どのように位置づけられるのであろうか。
⑴　消費者契約法制定以前
　1368年制定の保護基本法は，国民の消費生活の安定及び向上を確保するこ
とを目的とした消費者政策の枠組みを示すものであった。保護基本法には，
消費者についての定義はなく，消費者を保護の客体として位置づけ，国・地
方公共団体と事業者の責務を明示するものであった。保護される消費者の具
体的な権利は何かが問題となるが，基本法は，プログラム規定であったため
消費者に具体的な権利を付与するものではなく，「国民の消費生活の安定及び
向上を確保」するために，事業者から提供される商品やサービスの「危害防
止，適正な計量及び表示の実施」の措置をとることを，国・地方公共団体に
要求することを定めたまでのものであった。
　保護基本法の制定により，「消費者の利益の擁護及び増進に関する対策の総
合的推進を図りもって国民の消費生活の安定及び向上を確保すること」が目
的とされたことは，まだ明確に消費者という概念として定義することに至っ
ていないが，消費者を保護の客体であるとして捉えようとする方向性を見出
すことができるのではないかと考えらえる。
　保護基本法制定以後，商品の安全性，品質の確保を目的とした消費生活用
製品安全法，家庭用品有害物質規制法，食品衛生法が制定され，また消費者
の商品選択の適正化を目的とした訪問販売等に関する法律などが制定され
　を無効と定めていることの合憲性が争われた。国民生活センターの2013年１月23日報道
発表資料によると，消費者契約法施行後2018年９月末日までに，国民生活センターで把
握した消費者契約法に関連する主な裁判例は，331件である。
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た。消費者政策は，経済の発展に中心をおいた政策から，消費者の安全性や
商品選択の意思決定を尊重する方向へと舵を切りはじめた。つくる人と消費
する人という社会構造において，契約自由の原則は，経済活動を促進し資本
主義経済の発展に大きく寄与したが，消費する人の生命や財産にかかわる重
大な被害も発生した。こうした社会情勢を受けて，社会全体の利益に反する
営業活動が行われた場合は，例え契約自由の原則であっても，制約を受ける
こととなった。
　大きな転機となったのが，1333年７月公布された製造物責任法である。消
費者の利益の擁護及び増進に関する対策としてとられていた消費者政策は，
これまで事業者を規制する業法が中心であった。そうした状況の中で制定さ
れた製造物責任法は，消費者の利益の擁護に限定することなく「被害者の保
護を図る」ことを目的に据え，民法の基本原則である過失責任の原則に修正
を加えるものであった（33）。民法の基本原則に変更を加える立法が制定される
ためには，消費者の概念を憲法で位置づけなおすことが必要であろう。
　資本主義経済の発展は，社会全体の利益に着目し発展を続け国家に類似し
た大きな影響力を持つ事業者が市場に台頭する市場優先社会を生じさせ，消
費者という具体的な人の生活の場面で，事業者と渡り合うための権利が求め
られるようになった。従来は，私的自治の原則の下，消費者を保護の客体と
して位置づけ，公共の福祉をもって事業者に対する様々な規制が課せられて
いた。しかし，消費者は，事業者が販売した製品によって，生命や財産に損
害が発生する場合，安全な商品を購入するという権利が脅かされることとな
る。製造物責任法は，消費者が安全なものを買えるという権利を人権として
認めたうえで，消費者の人権と事業者の人権を調整するための法律として制
定されたものであると考えられる。同法の制定により，消費者は事業者に対
して裁判を提起することが容易となる環境が整備され，事業者に対して裁判
をする中で対等な権利の主体として位置づけられることとなったのではない
だろうか。
㉞　制定過程の詳細については，川口・前掲注㉙参照。
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⑵　2000年以降
　消費者契約法の制定によって「消費者」の定義がなされ，消費者基本法に
より消費者の権利として尊重する６つ消費者政策の方向性が示された。消費
者契約法及び消費者基本法は，「消費者と事業者間にある構造的な格差」に主
眼を置き，構造的な格差を是正することを立法目的としている。
　そこで，前に示した消費者基本法第２条の①安全が確保されること，②自
主的かつ合理的な選択の機会が確保されること，③必要な情報が提供される
こと，④必要な教育の機会が提供されること，⑤意見が消費者政策に反映さ
れること，⑥被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済されること，⑦自主
的かつ合理的に行動することができること，の７つの消費者政策の方向性を，
大村の「消費者の権利」の再定義を手掛かりとし，４つの権利に分類（33）し
て，憲法による定礎を目指して考察することとする。
１）安全安心の確保
　一つ目の柱は，消費者基本法が示した「消費者の安全の確保」である。2000
年夏に発生した雪印乳業の低脂肪乳の食中毒事件をはじめ，2001年９月には
牛海綿状脳症（以下，「BSE」という。）の発見によるBSE対策特別措置法の
公布（2002年６月）など，国民誰もが口にする食の安全について問われる問
題が続出し，国は，食の安全に関する規制強化を図るとともに，2003年には
食品安全基本法を公布した。また，パロマ工業社製ガス瞬間湯沸器の一酸化
炭素中毒死亡事故を受け，製品の安全についての整備も問われ，消費生活用
製品安全法，電気用品安全法が改正（2007年）された。
　こうした国民の毎日の食や生活製品の安全に関する法整備は，消費者基本
法で示されている「消費者の安全が確保され」，安全な商品やサービスの提供
により安心して契約の自由が保障される施策である。このような安全・安心
に対する積極的政策は，事業者の営業活動を積極的に規制することで，消費
者の生命・身体及び人格が侵されないようにする施策であり，すべての消費
者が自らの消費生活全般において，生命・身体，財産権を防衛する権利とし
㉟　大村・前掲注⑺303頁参照。
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て再構築することができるのではないかと考えられる。
　この権利は，従来対等な契約者同士と考えられていた，事業者の利益にた
とえ反するとしても保障されなければならないと考えられる防衛的な権利と
して位置づけられる。契約当事者が，製造者・事業者と消費者との関係に変
化するという社会構造の変化は，資本主義経済の発展に大きく寄与したが，
反面，消費者の生命や財産に大きな被害をもたらした。こうした社会構造の
変化に対する消費者の防衛的な権利は，国家に積極的な保護政策を請求する
権利でもあり，憲法第23条の生存権のみならず，憲法第13条の「生命，自由
及び幸福追求」権からも導き出すことができよう。
２）消費者の自律のための基盤整理
　二つ目の柱は，消費者基本法が示した「消費者の自主的かつ合理的な選択
の機会が確保される」という，消費者の自律のための基盤整備である。消費
者が主体的に商品やサービスを選択できるようにするためには，適正な取引
条件が確保される必要がある。そこで，消費者の適切な判断を確保するため
に消費者契約法が制定され，契約締結に至る過程をも射程に収めた法が整備
された。消費者契約法の制定により，商品やサービスの適正な規格や表示に
より適正な契約関係が確保されるようになった。また，販売目的を消費者に
伝えず訪問販売をした事業者には刑事罰を科す特定商取引法の2003年改正，
政令で指定した商品やサービスを規制の対象とする指定商品制を改め，原則
全ての商品・サービスを規制の対象とし，立入検査や勧告などの行政機関の
権限を強化した2008年の改正など，消費者の主体的な意思決定を支援する施
策への取り組みがなされた。
　こうした事業者に対する積極的な政策的制約は，消費者が安心して商品を
購入する権利と，消費者自らの生活の在り方を決める権利を保障する施策で
あり，消費者の権利を保護するために実効性のある施策を策定する義務を国
家が負っていることを著している（36）。
㊱　国家に対する権利として保護請求権があるとの主張がある。石戸谷豊「消費者基本法
の基本的枠組み―立法過程の検証から（下）」国民生活研究37巻３号16頁（2007年），潮
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　従来市場経済においては，契約自由の原則は消極的な自由で，消費者の権
利は，公共の福祉に基づいて，契約当事者の一方である事業者の自由を制約
する，憲法第23条を中心とするものであった。しかし，消費者基本法制定に
より，消費者の自律を積極的に支援するための基盤が整理されることで，消
費者は，安心して商品を購入する権利と自らの生活の在り方を決定する権利
が保障された。これら消費者の権利は，憲法第13条の自己決定権を保障する
ための権利ということができよう。
３）消費生活に関連する様々な問題に関心を持つことができる仕組みの確
保
　三つ目の柱は，消費者基本法が示した「消費者に対して必要な情報が提供
されること」，「消費者に対して必要な教育の機会が提供されること」という，
消費生活に関連する様々な問題に関心を持つことができる仕組みの確保であ
る。
　2012年12月施行された消費者教育推進に関する法律は，消費者と事業者と
の間の情報の質及び量並びに交渉力の格差から生じる消費者被害を防止し，
消費者が自主的かつ合理的に行動することができるように消費者の自律の支
援に主眼を置き，「消費者教育の機会が提供されることが消費者の権利であ
る」と示している。また，「消費者教育は，消費者が消費者市民社会を構成す
る一員として主体的に消費者市民社会の形成に参画し，その発展に寄与する
ことができるよう，その育成を積極的に支援することを旨として行われなけ
ればならない」として，消費者の自律性を涵養するため，国の責務，地方公
共団体の責務のみならず，消費者団体や事業者及び事業者団体にも努力義務
ではあるが国の施策に協力をするように定めている。
　消費者庁の第３期消費者教育推進会議では，消費者庁・文部科学省・法務
　見佳男「消費者基本法について」『月間司法書士333号』37頁（2003年）。山本敬三による
基本権保護義務構成は，契約関係における基本権の侵害について，契約時に自己決定が
侵害されている場合とそうでない場合とで区別して検討している。山本敬三「契約関係
における基本権の侵害と民事救済の可能性」田中成明編『現代法の展望』３頁以下（有
斐閣　2003年）。
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省・金融庁の４省庁関係局長連絡会議で決定された「若年者への消費者教育
の推進に関するアクションプログラム」が2018年７月12日公表されている。
このアクションプログラムは，成年年齢引下げを踏まえ，全国の高等学校等
において実践的な消費者教育の実施を推進するものである。また，若年者か
ら高齢者までのすべての年代における消費者教育を実践するためには，2020
年度までにすべての都道府県に消費者教育コーディネーターを配置すること
も報告されている（37）。
　さらに，超高齢社会を迎え高齢者を中心に消費者トラブルが増加傾向にあ
り，トラブル内容は悪質化・深刻化する状況となっている（38）。消費生活上特
に配慮を要する消費者には，さらなる見守りの取り組みが必要となり，2013
年６月消費者安全法が改正され，地域で高齢者等を見守るための消費者安全
確保地域協議会が組織されることとなった。このように国は，地域における
見守りネットワークの仕組みが構築されることを積極的に支援する基本方針
を打ち出した（33）。
　すべての消費者が，生涯を通じて，様々な場で消費者教育を受けることが
でき，正しく，適切な情報が消費者に提供され，さらに消費者からも情報に
アクセスすることができることが消費者政策の指針となっている。こうした
消費者教育が実施されることで，消費者は，日常生活の中で自分以外の他者
への配慮も含めた実践的な消費生活に関する能力を育み，憲法13条が想定す
る自律した存在となることができる。またこうした権利は，憲法第26条の教
育を受ける権利からも導くことができるのではないだろうか。
㊲　消費者庁HP（https://www.caa.go.jp/policies/council/cepc/meeting_materials_3/
pdf/meeting_materials_3_180713_0006.pdf）参照。
㊳　平成23年版消費者白書
　（https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_research/white_paper/2013/white_
paper_1007.html）参照。
㊴　消費者安全の確保に関する基本的な方針（平成22年３月30日，平成28年４月１日最終
改正，内閣総理大臣決定）
（https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/basic_plan/pdf/160301houshin.
pdf）参照。
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４）消費者被害救済の仕組みの構築
　四つ目の柱は，消費者基本法が示した「消費者の意見が消費者政策に反映
されること」，「消費者被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済されること」
という，消費者被害救済の仕組みの構築である。
　2003年９月消費者庁及び消費者委員会が創設された。その背景には2007年
９月誕生した福田内閣の誕生が寄与している。福田総理は，2008年１月18日
第163回国会において「国民本位の行財政への転換」を掲げ，新たに設置する
消費者庁は，国民の意見や苦情の窓口となり，政策に直結させる政府のかじ
取り役になることを明示した（30）。また，消費者被害を解決する施策として
2003年12月裁判外紛争解決手続きの利用促進に関する法律（ADR法）の公
布，2003年には国民生活センター裁判外紛争解決手続き（以下，「国民生活セ
ンターADR」という。）が開始されるなど消費者被害が迅速に救済される仕
組みが構築された。国民生活センターADRは，現在13名の委員と33名の特別
委員が，国民から寄せられる申請事案の解決にあたっている。制度発足の2003
年から2018年10月末現在まで，申請総件数が1,333件あり内約６割の822件の
和解が成立している。重要消費者紛争の背後には多数の同種紛争が存在して
いると考えられることから，国民生活センターADRは，国民生活の安定と向
上を図ることを目的として，紛争の結果概要を公表する仕組みを構築してい
㊵　第163回国会における福田内閣総理大臣施政方針演説
　　〈第一　国民本位の行財政への転換〉
　　国民に新たな活力を与え，生活の質を高めるために，これまでの生産者・供給者の立
場から作られた法律，制度，さらには行政や政治を，国民本位のものに改めなければな
りません。国民の安全と福利のために置かれた役所や公の機関が，時としてむしろ国民
の害となっている例が続発しております。私はこのような姿を本来の形に戻すことに全
力を傾注したいと思います。
　　今年を「生活者や消費者が主役となる社会」へ向けたスタートの年と位置付け，あら
ゆる制度を見直していきます。現在進めている法律や制度の「国民目線の総点検」に加
えて，食品表示の偽装問題への対応など，各省庁縦割りになっている消費者行政を統一
的・一元的に推進するための，強い権限を持つ新組織を発足させます。併せて消費者行
政担当大臣を常設します。新組織は，国民の意見や苦情の窓口となり，政策に直結させ，
消費者を主役とする政府の舵取り役になるものです。
　（https://www.kantei.go.jp/jp/hukudaspeech/2008/01/18housin.html）参照。
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る（31）。
　さらに，消費者の損害を迅速に回復する手立てとして，「消費者の財産的被
害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律」（以下，「特
例法」という。）が，2016年10月１日施行された。特例法は，内閣総理大臣が
認定した特定適格消費者団体が，消費者，消費者被害を集団的に回復するた
めに「被害回復裁判手続き」訴訟を追行するものである。一人一人の消費者
被害は少額であることが多く，訴訟をすることなく泣き寝入りする状態であ
ったが，特例法の制定により消費者が集団となって，被害を回復することが
可能となる仕組みが構築された。こうした消費者被害の救済や消費者が主役
となる制度を構築することは，裁判を受ける権利や適正手続き，参政権を，
自律した消費者に即して構築するものといえよう。
３　むすびにかえて
　本稿においては，消費者の概念について歴史を振り返りながら確認したう
えで，消費者基本法を基軸に消費者政策を考察した。消費者の権利は，消費
者問題が社会問題となった1360年代は「権利」として意識されることなく「背
景的権利」でしかなかった。しかし，1370年代以降は消費者紛争の解決等を
通して成熟し「法的権利」となって，行政に政策を要請し司法的救済を求め
うる「具体的権利」（32）となっていった。
　契約自由の原則の下では，対等な当事者間の契約であれば契約一般の問題
㊶　国民生活センターHP（http://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20181220_3.pdf）参照。
㊷　佐藤によると，「人権」の保障が対政府との関係のみならず対私人の関係においても問
題となる際に「人権」が憲法の保障する「基本的人権」といかなる関係を有するかにつ
いて，①「背景的権利」，②「法的権利」，③「具体的権利」の３つのレベルで区別する
ことが有益であるとされる。「背景的権利」は，憲法を意識することなく時代背景に沿っ
た人間存在にかかわる状況・要請に応じて主張される人権を称するもので，「背景的権
利」が成熟し明確で特定化でき，かつ，「憲法の基本的人権の保障体系と調和するかたち
で特定の条項に定礎することができるとき，憲法の保障する権利，すなわち『法的権
利』」となる。「法的権利」は司法的救済を求めうる「具体的権利」とそうでない「抽象
的権利」とにわかれるという。佐藤幸治『日本国憲法論』123頁（成文堂　2011年）。
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として扱われるが，契約当事者が製造者・事業者と消費者との関係に変化す
ることにより，消費者問題が発生した。消費者を保護し利益を保障するため
には，事業者の自由を規制する消費者政策がとられ，営業の自由の規制は，
公共の福祉によって正当化され，消費者の利益を反映するものとなった。
　2000年制定された消費者契約法によって消費者の概念が定義され，事業者
と消費者間の情報の質や量，交渉力の格差が明示された。消費者契約法で示
された事業者と消費者の格差を，公共の福祉によって調整することにより，
消費者は保護の客体から自律した権利の主体へと位置づけられることとなっ
た。そこで消費者は，安全である権利，自律的な意思決定をする権利，必要
な情報や教育を受ける権利，意見が消費者政策に反映される権利，被害が救
済される権利，自主的かつ合理的に行動することができる権利が認められ，
国や事業者に主張することができるようになった。
　超高齢社会，高度情報通信社会と称される現代社会においては，消費者の
権利の射程を広げていく必要がある。2017年度全国の消費生活センター等が
受け付け，PIO－NETに登録された消費生活相談情報の総件数は，336,881件
であった（33）。その内，60歳以上が契約当事者となった相談は約33％を占めて
いる。人はこの世に生を受けて自律的個人として成長する中でいずれ高齢期
を迎えることとなる。超高齢社会を迎えた現代社会の問題点として，消費者
という人間としての存在の属性にかかわる問題にさらに高齢者という属性が
プラスされた「高齢者の消費者被害」が大きな問題となっていることから，
「高齢消費者の人権」問題についても更なる考察が必要である。また，高度
情報通信社会は，国民すべてに便利な生活をもたらしたが，その反面の権利
侵害の可能性も大きくなっていることを忘れてはならない。通信の秘密への
政府の介入，企業による個人情報の集約や操作がおこなわれる社会となって
いる今だからこそ，消費者の権利を憲法上明確にする必要があるのではない
かと考える。
㊸　国民生活センターHP（http://www.kokusen.go.jp/nenpou/pdf/2018_nenpou_03.pdf）
参照。
376
消費者の権利の憲法による定礎を目指して571
二七五
　消費者は特別な存在ではない。人の毎日の生活の一側面が消費者と総称さ
れるということからすれば，消費者の権利を憲法上の権利の上に定礎するこ
とは，今後，憲法の考え方を基に消費者に必要とされる法律を制定する動力
となるであろうし，消費者の権利に関する諸法律を憲法の視点から評価する
ことを可能とすると思われる。
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